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研究成果の概要（和文）：第一に、多変量解析の結果、地域経済や世帯の個人の人口行動への影響は、分析対象となる
人口行動および性別やライフステージにより異なることが示された。第二に、町村の人口と石高の積み上げによる推計
により、18世紀半ばから19世紀半ばのわが国では、人口は減少傾向にあった一方、経済規模は増加したことが示された
。第三に、17世紀後半から19世紀の近世日本の信州と奥州の広い地域を網羅する長期にわたる良質な歴史人口・経済統
計データベースの拡充を行った。さらに、類似した歴史人口統計データをもつ他の東アジア諸国の研究者・組織との連
携により国際ネットワーク化を行った。

研究成果の概要（英文）：First, conducting multivariate analyses using micro-level data drawn from local 
population registers, this study found that the effects of local economic conditions and household 
context differed significantly by types of demographic events such as mortality, migration, first 
marriage, and reproduction, and also by gender and life stage. Second, by aggregating population and 
landholding of local communities to regional and national levels, this study found that population size 
in early modern Japan declined moderately from the mid-18th century to the mid-19th century, while the 
total economic output increased considerably. Third, this study constructed historical population and 
economy database covering communities in central and northeastern Japan during the late 18th century to 
the late 19th century.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究は、人口と経済の関係を多面的に分
析し、それによって近世日本社会の人口変動
の構造要因を動的に解明する試みであった。 
 
(1)本研究開始以前の人口と経済に関する内
外の歴史的研究は、クロス集計や家族復元な
どの静的な２変量分析に基づいたものが多
数を占めていた。本研究では、イベントヒス
トリー分析モデルなどの多変量解析モデル
を用いて、地域経済と世帯が個人の人口行動
に及ぼす影響を動的に解析したという意味
で、新しい視点からの歴史人口学および経済
史へのアプローチを示したと言える。 
 本研究組織メンバーは、本研究開始以前に
既に奥州農村における死亡と出生の決定構
造について実証分析を行っており、さらに、
類似した人口・経済史料が得られる 18～19
世紀のスウェーデン南部、ベルギー東部、イ
タリア北中部、中国東北部との国際比較研究
にも参加した。この成果は、それぞれ共著書
として刊行された。これらの図書に対して、
2005年には米国社会学会Outstanding Book 
of Asia Award、そして 2014 年には第 11 回日
本人口学会賞が授与されるなど、国際比較分
析に基づく先駆的歴史人口学研究として、そ
の貢献が高く評価された。本研究は、国際比
較という観点からもその継続と発展が期待
されるものであった。 
 
(2)本研究開始以前、徳川期の経済規模と人
口に関する統計として広く利用されたのは、
Maddison により 2001 年に発表された１人当
り GDP の推計値であった。この推計には徳
川幕府の全国人口調査と石高表がほぼその
まま用いられているが、幕府人口調査はその
データ集計過程に不明な点が多く、史料の取
扱いが杜撰であった可能性も否定できない
ため、推計の信頼性に疑問がもたれるもので
あった。 
 本研究では、本研究組織メンバーが収集し
た 1,500 余町村の宗門･人別改帳を精査し、
良質な史料が多く残存するベンチマーク年
を選び、その時期の町村単位の人口と石高を
積み上げることにより、マクロレベルの人口
規模と経済規模の変化を推計したという意
味で、新たな分析方法による既存の推計の再
検討の試みであったと考えることができる。 
 
(3)本研究開始当初、欧米を中心に歴史人口
データベースの標準化と共同利用のための
国際協力の動きが活発になってきており、本
研究組織メンバーにも参加の働きかけがな
された。この歴史人口統計データベースの国
際ネットワーク化の動きは今後の歴史人口
学・経済史研究に重要な影響を及ぼすと考え
られ、これに参加することにより、わが国の
人口・経済史料データベースの内外の研究者
による利用が進むことが期待された。 
 

２．研究の目的 
 本研究は、18～19 世紀のわが国の人口と
経済の関係を多面的に検証し、それによって
近世日本社会の人口変動と経済の構造要因
を動的に解明することを目的とした。特に、
本研究では、研究組織メンバーが収集・構築
した人口･経済史料データベースを用いて、
個人･世帯（ミクロレベル）、町村･郡（メゾ
レベル）、地方・国（マクロレベル）の３層
から、人口と経済の動的関係、および個人・
世帯のライフコースの決定構造について実
証分析を行うことを目的とした。工業化以前
および工業化初期の人口と経済に関して、こ
れら３層についての良質かつ長期的な統計
史料が得られるのはおそらく近世日本のみ
であり、これにより人口と経済の動的関係を
歴史的視点から解明することが可能となっ
た。 
 そのため、本研究では、①宗門改帳・人別
改帳を用いて、個々の男女の人口行動と世帯
および地域経済の関係を多変量解析し、②町
村単位の人口と石高の統計データを用いて、
それらを積み上げることにより地方・全国レ
ベルの人口と経済規模のベンチマーク推計を
試み、③近世日本の人口･経済統計データベー
スの拡充を進め、同様のデータベースの開発
を進める他国の研究者および研究機関との国
際ネットワーク化を並行して行った。 
 
３．研究の方法 
(1) 本研究の第一の目的は、死亡、出生、結
婚、移動などの個々の男女の人口行動と、個
人が居住した世帯の属性と構造、および地域
経済との関係を解明することであった。宗
門･人別改帳は町村により実施された人口・
世帯調査であり、その町村に居住する（もし
くは本籍のある）全人口を定期的に調査して
いることから、町村単位の人口センサスと考
えることができる。また、宗門･人別改帳に
は死亡、結婚、移動などの人口イベントも記
録されていることが多く、これら人口史料が
長期間ほぼ欠年なしに残存していれば、同一
個人および同一世帯に関する各年次の情報
を連結することにより、良質な歴史人口パネ
ルデータを構築することができる。このパネ
ルデータを用いた実証分析を行うことによ
り、個人のライフコースおよび世帯の変動を、
人口静態と人口動態の両方から時間縦断的
に捉えることができる。 
 本研究では、この個人・世帯というミクロ
レベルの「パネルデータ」に、村明細帳など
の多様な経済史料を用いて指標化した町
村・郡といったメゾレベルの経済データを付
け加えたデータセットを構築し、イベント･
ヒストリー分析モデルを中心とした多変量
解析モデルを用いた分析を行うことにより、
地域経済や世帯構造が個人の人口行動やラ
イフコースに及ぼす多様な影響を定量的に
推計した。さらに本研究では、わが国と類似
した人口・経済史料データが得られる工業化



以前のスウェーデン南部、ベルギー東部、イ
タリア北中部、中国東北部との国際研究にも
参加し、多変量解析モデルを用いて、ライフ
コースを構成する主要人口イベントへの世
帯構造および地域経済の影響の分析を国際
比較の視点から行った。 
 
(2) 本研究の第二の目的は、町村単位の人口
と石高を積み上げることにより推計される
地方･全国レベルの人口と経済規模の変化の
趨勢を実証分析することであった。本研究で
は、本研究組織メンバーが収集した宗門･人
別改帳データを精査し、その中で良質の史料
が多く残存する年次をベンチマーク年とし
て選び、それらの年次における町村単位（メ
ゾレベル）の人口と石高を積み上げることに
より、地方および全国というマクロレベルの
人口規模と経済規模を推計し、その変化を実
証分析した。これに基づき、近世日本の人口
規模と経済規模の変動について考察を行っ
た。 
 
(3) 本研究の第三の目的は、それまで本研究
組織メンバーが携わってきた近世日本の人
口・経済史料のデータベースを拡充すること
であった。特に本研究では、先行研究が少な
い時期（1720年以前）の史料を中心にデータ
の収集・整理とデジタル化を目指した。さら
に本研究では、わが国と類似した人口史料を
もつ中国や韓国などの東アジア諸国、および
スウェーデン、オランダ、米国などの欧米諸
国の研究者や研究機関との国際的ネットワ
ークの構築を目指した。 
 
４．研究成果 
(1) 本研究の第一の目的であったミクロレ
ベルの人口行動と世帯構造およびメゾレベ
ルの地域経済との関係に関する多変量解析
の結果は、以下のように要約される。 
 第一に、近隣市場の米価により測定される
地域経済の変動の個人の人口行動への影響
は、分析対象となる人口行動および性別やラ
イフステージにより異なることが示された。
例えば、15 歳未満の年少期と 55 歳以上の老
年期には、不作などによる地域経済状況の悪
化が男女ともに死亡率の上昇をもたらした
が、15～54 歳の成人期には地域経済の悪化は
男性の死亡率を増加させたが女性の死亡率
には有意な影響を与えなかった。しかしなが
ら、大規模な飢饉などにより地域の経済状況
が長期間かつ深刻に悪化すると、成人男性の
みならず成人女性の死亡率も有意に上昇し
た。なお、地域経済の変動は夫婦の出生力に
は大きな影響を与えなかった。 
 また、不作による地域経済の悪化は成人期
と老年期の男性の移出にはマイナスの影響
があり、むしろ男性は村に留まる傾向が強か
った。一方、地域経済の悪化は成人期・老年
期の女性の移出には有意な影響を与えなか
ったが、長期の大規模飢饉などにより地域経

済が極度に悪化すると、女性の村からの移出
は増加した。さらに、不作などによる地域経
済の悪化は、数年の時間のラグをもって男性
の結婚確率に負の影響を与えたが、女性の結
婚には有意な影響を及ぼさなかった。これは、
男性の結婚は主に自分の家に嫁を迎える嫁
取婚であった一方、女性の結婚は他村への嫁
入婚が多かったことによると考えられる。 
 第二に、世帯の経済的地位は個人の人口行
動に影響を与えたが、その影響の方向や統計
的有意性は人口行動の種類や性別により異
なることが見出された。例えば、持ち高
(household landholding)により測定される
世帯の経済的地位は成人男性の死亡と移出
および結婚に影響を与えたが、女性の死亡や
移動や結婚には影響を及ぼさなかった。世帯
の持ち高が多いほど、成人期および老年期の
男性の死亡確率は有意に低下し、移出確率も
低下した。また、持ち高の多い豊かな世帯の
男性は、貧しい男性に比べて結婚確率が高か
った。このような世帯の経済的地位の女性の
人口行動全体への影響はみられなかった。し
かし、少数の女性の婿取婚については、世帯
の経済的地位は有意な影響を及ぼし、豊かな
世帯の女性の婿取婚の確率は貧しい世帯の
女性に比べて有意に高かった。 
 第三に、世帯の経済的地位と同様に、親や
兄弟姉妹との同居から測定される世帯構造
や世帯関係も個人の人口行動に影響を与え
たが、行動の種類や性別によりその影響は異
なっていた。例えば、男性が世帯主で会った
場合、その他の世帯関係にある男性と比べて、
成人期・老年期の村からの移出確率は有意に
低かった。女性についても、世帯主の妻であ
る場合、それ以外の世帯関係にある女性と比
べて、村外への移出確率は低かった。 
 また、親がいれば（特に両親がそろってい
れば）男性の結婚（特に嫁取婚）の確率を大
きく上昇させたが、親の存在は女性の結婚全
体には有意な影響を与えなかった。しかし、
女性の結婚を種類別に分析すると、親の存在
（特に両親がそろっていること）は、男性の
結婚の場合と同様に、女性の婿取婚の確率を
有意に増加させた。さらに、未婚の兄や姉が
同居していると男性の結婚確率は大きく低
下した一方で、未婚の弟や妹の同居は男性の
結婚確率を上昇させた。また、未婚の兄・姉
は女性の結婚確率も減少させた。また、親と
の同居は出生力にも影響を与えた。同居する
親がいない場合と比べて、片親（特に女親）
が同居していた場合に出生力は有意に増加
する傾向がみられた。 
 以上の多変量解析モデルを用いた実証分
析結果の詳細は、Tsuya and Kurosu（2013, 
2014）および Tsuya et al. （2013）にまと
められている。 
 
(2) 本研究の第二の目的であった町村の人口
と石高の積上げによる全国・地方別の人口と経
済規模の変化の推計については、まず研究組



織メンバーにより収集された 1,520町村の宗門・
人別改帳を精査した。その中で良質な史料の残
る 224カ村のデータをチェックし、史料の残存が
多い 1750 年前後と 1846 年前後 10 年をベン
チマーク年と定めた。次に、これら２つのベンチ
マーク期について、石高記載のある史料を選び、
データのカバレッジ、ベンチマーク年前後の年
次と比較してのデータの整合性等のチェックを
行った。その結果、最終的に 11 カ村の宗門・人
別改帳から得られる人口と石高を、上記２つの
ベンチマーク期について集計した。 
 その結果，18世紀半ばから 19世紀半ばの約
100 年間で人口規模は 3,977 人から 3,944 人
に減少し、一方石高の総計は 4,094 石から
4,327 石へと増加したことがわかった。これを年
平均率に換算すると、人口は年平均で 0.01％
減少したが、石高は年平均 0.06％増加したこと
になる。一方、幕府人口調査を用いた既存研究
により推計された地域人口データを用いて、本
研究の分析対象となった 11 カ村の位置する地
域の同時期の人口変化率は年平均-0.09％で
あった。 
 ここから、18世紀半ばから 19世紀半ばのわが
国では人口減少が実際に起こったことが確認さ
れるとともに、幕府全国調査が示す人口減少率
はやや過大であったことも示唆された。さらに、
石高について土地生産性上昇を加味した推計
を行った結果、同期間における同地域の経済規
模（総生産量）は年平均で 0.26％増加したこと
がわかった。ここから、18世紀半ばから 19世紀
半ば 100 年間のわが国では、人口が減少傾向
にあったのとは対照的に、経済規模は拡大した
ことが示された。これら研究成果の詳細は Saito 
and Takashima（2015）にまとめられている。 
 
(3) 本研究の第三の目的は、近世日本の人
口・経済史料のデータベースを拡充し、同様
の人口・経済史料をもつ国々の研究者・研究
機関との交流を通じて歴史人口・経済データ
ベースの国際ネットワーク化を進めること
であった。まず、本研究が実施された４年間
で、17世紀（1671年）以降殆ど欠年なく長期間
史料の残存する信濃國諏訪藩領の宗門改帳の
整理を完了した。この宗門改帳は最も早い時
期から始まる人口史料という意味で貴重である
が、誤字や誤記が多く、それらのチェックと修正
に時間を要した。しかし、最終的に、史料に記載
された約 1 万人について、出生から死亡までの
（あるいは史料に登場してから消滅までの）ライ
フコースを形成する人口イベントを解明し、デー
タファイルを構築した。さらに、本研究では、既
に史料が収集されていた信濃国筑摩郡北内田
村および同国諏訪郡横内村についても、宗門
改帳に記載された約 11,400 人について、結婚、
家族形成、移動などの人口イベント情報の整理
とデジタル化を行った。 
 また、本研究開始以前から 1708～1870 年の
人別改帳データのデータベース化が進められて
いた岩代国３カ村（安積郡下守屋村と安達郡仁
井田村と安達郡日出山村）に加えて、その近隣

に位置する町村の中で長期間良質の史料が残
る３カ村（1678～1870 年の安達郡南杉田村、
1692～1855年の安積郡駒屋村、1801～1866
年の安達郡稲沢村）について、人別改帳データ
を整理しデジタル化を行った。これらの作業によ
り、17 世紀後半から 19 世紀の近世日本の信州
と奥州のより広い地域を網羅する長期にわたる
良質な人口・経済史料のデータベース化が実現
した。 
 さらに、近世日本人口･経済史料データベー
ス拡充のための取組の一環として、本研究に
より入力された 50町村の長期人口･経済デー
タを統一した形式にまとめた。また、データ
ベース検索の効率化や国際ネットワーク化
のために、史料検索プログラムのエラー修正
と改善を行った。これにより、データベース
に含まれている石高記載をはじめとする
様々な情報の検索が容易になっただけでな
く、内外の研究者間の情報交換の効率化が可
能になり、さらに史料の永続的保存効果も高
まることが期待される。 
 さらに本研究では、わが国と類似した歴史
人口データベースをもつ中国や韓国などの
東アジア諸国、およびスウェーデン、オラン
ダ、米国などの欧米諸国の研究者や研究機関
との国際的ネットワークの構築を目指し活
動した。特に本研究では、中国や韓国の研究
者・研究機関との連携に力を入れ、東アジア
における歴史人口の変動を明らかにするた
めのデータベース構築の一翼を担った。この
国際連携活動の成果は Hao et al. （2015）
にまとめられている。 
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